A Study on the Basic Structure of Aviation Law :  Analysis by Autopoiesis theory by 山口, 達也
 立命館国際地域研究　第45号　2017年3月 81
＜論　文＞
航空法の基本構造に関する考察
― オートポイエーシス理論による分析 ―
山　口　達　也 *
A Study on the Basic Structure of Aviation Law
― Analysis by Autopoiesis theory ―
YAMAGUCHI, Tatsuya
Today Globalization is progressing more and more. Aero activity has been part of the 
foundation of this phenomenon.
A lot of network beyond borders has formed new a community which is called global civil 
society. In order to adapt to such environment, any legal system makes its structure 
complicate. Aviation Law has also developed itself autonomously because of specificity of 
aviation activity. So, this paper adopts Autopoiesis theory as a methodology and 
reconsiders the basic structure of aviation law.
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はじめに
本論文では、オートポイエーティック社会システム理論を基礎とする機能主義的法理論をも
とに、航空法の基本構造を航空分野における活動の主体や活動の実態を手掛かりとして再検討
する。その過程では、我が国の航空法学においてあまり論じられてこなかった国際航空法の領
域におけるグローバル法について言及し、その有効性の理論的基礎付けを行う。
1　オートポイエーティック社会システム理論の概要
1-1　機能―構造システム
オートポイエーティック社会システム理論（以下 ApS理論とする）は、社会システム理論
の創始者である、T. パーソンズ（Parsons）の理論を批判的に継承したドイツの社会学者 N. ルー
マン（Luhmann）によって提唱された。その後、ルーマンの法理論はドイツの私法学者であ
る G. トイブナー（Teubuner）らによって、今もなお発展を遂げている。
パーソンズは、個人の社会的行為と社会の構造を分析し得るグランドセオリーを構想した。
当該理論は、社会システムの構造が個人に作用し、その行為を組織化させるというものであり、
構造概念が機能概念に優先する構造―機能主義理論であった１）。一方、ルーマンは多様な機能
分化が果たされ、多元的な秩序が存在する近代社会においては、構造が常に行為者に対して統
一的な秩序を提供するとは限らないとした。そのうえで、諸個人の社会的行為の連関の中で生
じた行為者の作動自体が構造に先んじる、すなわち作動概念を構造概念に優先させる機能―構
造主義理論を構築したのである。この考えのもとでは、まず作動が構造を作り、その構造が新
たな作動に対し影響を与え、さらにその新たな作動が構造をさらに変化させていくというプロ
セスが示される。
以上のようにルーマンは、社会の構成要素の最小単位を作動とし、さらにこの作動は「コミュ
ニケーション」であるとした２）。コミュニケーションとは、「意思」、「伝達」、「解釈」によって
構成される、瞬間的な出来事のことを指す３）。コミュニケーションはさらに新たなコミュニケー
ションを産出するため、社会は絶えず動的な状態に置かれている。社会とはその絶え間ない連
鎖によって成り立つシステムである。
社会における膨大なコミュニケーションが偶発的に絡み合うが、その総体が世界である。
ApS理論はこのような複雑な世界を、システムとその外部環境に区別した上で、認知の領域に
おける複雑性の縮減を行う４）。システムにおける外部との境界すなわちシステムの内外は「コー
ド」（code）によって設定される５）。システムはコードを用いた観察によって自己と外部を区
別する。例えば、法システムにおけるコードは「合法／不法」であり、政治システムにおいて
は「統治／非統治」、経済システムでは「支払い／非支払い」、学術システムでは「真／偽」で
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ある。何が法で、何が法でないかについては「プログラム」（Program）が基準となる。法シ
ステムにおけるプログラムは「法規範」であり、政治規範は「政策」、経済システムは「費用
とその効果」、学術システムは「理論と実証」である。システムは何が自己であるか否かの判
断を自己に求める。この意味で ApS理論におけるシステムは自己言及（self-reference）的で
ある。
1-2　自己産出的なシステム
近代社会において、システムは、特定の上位者を持たず並列・水平的に存在し、システム独
自の論理によって自律的に作動状態を維持し、システム独自の構造を形成する６）。あるシステ
ムにとって他のシステムは環境にすぎない。システム間では互いに影響しあうものの、統合・
干渉されることはない。なぜなら、以上で述べたように、システムと他のシステムを区別する
シンプルな（すべて a/非 aというように二元論の図式で示される）コードが強力に作用する
ためである。ただし、これは因果的・規範的に閉鎖的であることを意味するのであって、外部
環境とは意味・認知の地平においては関係することができる７）。
作動によって形成される、法システムや政治システムなどの自律的な機能システムは、自己
と非自己という二元論の中で、自己と外部の環境を区別していく。そしてこのような自律性は
オートポイエーシスという概念によって説明される。オートポイエーシス（autopoiesis、以下
Apとする）とはシステムをそれ自体として機能させる構成要素をシステム内のメカニズムに
よって再生産し、それによって自己保存を可能にさせるという自己産出的な現象を表す動的な
概念である８）。すなわち Apが存在することで、はじめてシステムが自己産出的であるという
ことができる。
自己産出とは、システムの構成要素と次の作動に必要なエネルギーをシステムの下部構造が
組織し、システムの上部構造との選択的な結合によって新たな統一を構成し自己自身を再産出
することである９）。すなわち、Apが存在するというためには、システム自身がその構成要素
を産出し、その循環によって自己保存を可能にしているということが条件となる。さらに、前
述のようにシステムは閉鎖的であるという一方で、意味・認知において開放されているため、
他または自己のシステムが産出した要素が自己または他者のシステムによって参照されるとい
う現象が生じる。
意味・認知における開放の例として、外部観察（observation）や共鳴（resonance）、また
はカップリング（coupling）が挙げられる 10）。
外部観察とはシステムが環境で起こった出来事を観察することである。観察に際し、システ
ムは、出来事を自己言及的に解釈する。すなわち、他のシステムの直接的な影響を受けない。
また共鳴とは外部観察を通じて刺激を受けることを言う。
カップリングとは、閉鎖的なシステム間の相互依存関係を指す。ただし、システムの作動が
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他のシステムに直接的な影響を及ぼすわけではない。カップリングには構造的カップリングと
作動上のカップリングが存在し、前者はある作動が他のシステムにおいては別の作動となるこ
とであり（例えば、所有権の移転は法システムにおける契約関係と経済システムにおける財の
移転という両義性をもつ）、後者は特定のシステムがその構造の一部を継続的に他のシステム
に依存する状況を示す（例えば、主権国家の立法過程における政治システムと法システム）。
このような認知的開放によって、より高次のハイパーサイクルシステムが生じる。ハイパー
サイクル（Hyper Cycle）とは、システムが自らの構成要素を自己産出し、かつそのシステム
内の閉鎖的で自己産出的なサブシステム同士が自己の構成要素を生産しつつ、また、それがそ
の他のシステムの不可欠な構成要素となり複合的な相互依存関係の循環を形成し、その状態自
体が一つの閉鎖的、自己保存的システムを形成している状態をいう 11）。この自己産出のプロセ
スにおける、ハイパーサイクルによる自己保存という一連のメカニズムがシステムの ApS存
在とを担保する 12）。
2　法システムとグローバル化
2-1　グローバル時代の法秩序
第一次世界大戦以降の国際社会では、国際連盟や国際機構を通じた多国間関係を規律する国
際制度が重視されるようになった。このような国際社会の制度化やそれによる平和や安全の確
保、20 世紀末の冷戦構造の終結と経済制度ならびに政治制度における自由主義陣営の勝利、ま
た輸送や通信技術などに係る科学技術の進化などが要因となり、現代の国際社会ではヒト・モ
ノ・カネ・サービスの移動における量・速度が共に上昇し、コミュニケーションネットワーク
が地球規模で無数に張り巡らされた。このようなグローバル化が進展した国際社会において、
その動向に大きな影響を行使するのは必ずしも国家や国際機関だけではなくなり、個人や企業
さらにはNGOなどの非国家的な主体の活動が国際社会における運動の重要な担い手となった。
このような法を取り巻く環境の変化が法システム対して与えた影響は大きく、法システムもま
た、環境からの刺激を受け自律的な形式でその内実を変化させている。
近代以降の伝統的な法律学が前提としていたのは、主権によって有効性が担保された法に
よって、社会の運動を規範的に安定化させるという観念であった。中央集権化を果たした国家
は特定の領域内における立法権、行政権、司法権を独占することで、法規範の有効性を確保し
てきた。すなわちそれは、国家が制定した法によって国家が統治または規制を行うという、主
権国家を媒介とした再帰的な法メカニズムの存在を意味する。しかしながら現代においては、
社会の諸領域は機能分化しつつ国境を越えている。結果として社会は急速に流動化し、国家と
社会の対応関係が崩れ、国家と法の結合という伝統的な法律学の前提も疑われることとなった。
このような「国家法の優位に対する非国家法規範の正統性の要求や公法的統制が曖昧な超国家
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的統治の実効性が強調される状況」が、「法にとってのグローバル化」であるといえよう 13）。
ルーマンは世界社会という概念を社会理論的に基礎づけた際、グローバルな法は極端な分立
化に至るであろうが、それぞれの境界は領土を分かつ国境ではなく社会のさまざまな分野を分
かつものになるであろう、という仮説を提示した。それは国民国家ごとに組織された社会が世
界社会へと変貌するに至って、規範的な予期類型（政治、道徳、法）ではなく認知的な予期類
型（経済、学術、テクノロジー）が主役を演ずるようになるだろうという予想が根拠であっ
た 14）。そしてこの仮説は、現代において実証されることとなった。
ルーマンの指摘のように、民間を含む非国家主体は国民国家の境界を越えた活動によって
ネットワークを張り巡らせており、その結果として機能的で非主権的な公共空間が新たに形成
されてきている。これらはグローバル市民社会やグローバル共同体と呼ばれる 15）。このような
社会において国家による規範の形成を待たずに自らの活動分野における規制するための規範や
制度を自主的に制定する民間の行為主体が出現している。これらによって形成された規範をグ
ローバル法という。グローバル法とは「非国家主体が、グローバル市民社会と呼ばれるコミュ
ニケーションネットワークの中で、自らの活動領域における秩序の維持を目的として、公的な
立法機関に頼らず形成する『規範』」と捉えられるものである 16）。また、そのようにして形成
された規範や制度は、以下で述べるように、実際に有効に機能している。さらには国家や国家
間によっても承認され、国内法や国際法など国家主権に基づく法制度の中に取り込まれる事態
も存在しており、秩序形成において非国家主体の果たす役割は現代国際社会において大きく
なっている。
非国家主体による、国際的活動は様々な分野に及び、主権の直接的な介入なしに規範が形成
されている。特に、商慣習や損害賠償責任をはじめとする経済取引、多国籍企業間や企業内、
ならびに人権分野などにおけるコミュニケーションネットワークによるグローバル法システム
の発展は著しい 17）。このような、その成立に際し主権が介在しない法規範ならびに法制度は、
インターネットや環境、スポーツの分野においてもその傾向がみられる。特にスポーツの分野
では国際スポーツ法が存在し、国際オリンピック委員会によって 1984 年に設立されたスポー
ツ仲裁裁判所（Court of Arbitration for Sport）は、ドーピング使用や出場資格の認定、競技
における結果の判定など、スポーツを巡る様々な仲裁機関として機能している。グローバル法
は公的機関がその成立に関与していない私的なルールにも関わらず、極めて高度に、公的な性
格を有している 18）。ゆえに、そのグローバル法規範の法理論的基礎付けは、実社会にとって重
要な意味を持つのである。
2-2　法規範の特性と法システム
グローバル法の性質を分析するにあたり、まず法規範について法システムを踏まえて検討す
る。そもそも一般的な意味における「規範」とは「ある一定の規則的な行為を導くもの」であ
86 山口　達也：航空法の基本構造に関する考察
るが、もともとこの用語は特定のシステムを象徴する用語ではない。すなわちこの概念は法、
政治、経済、宗教、道徳など様々なシステムに係る規範全体を包摂する上位概念である。
規範学者の G.H フォン・ライト（von Wright）は規範を構成する要素として、①特性、②
内容、③適用条件、④規範を表明する者、⑤行為主体、⑥行為の機会、⑦布告、⑧制裁を挙げ
ている。まず、①は、ある行為を指示・命令する規範に義務的かつ許可的な特性が含まれてい
るかどうかである。②は規範の具体的内容、③は規範にもとづく行為が行われるべき条件、④
は規範行為を引き受ける者、⑤は規範によって課された行為を行う者であり、それは規範の宛
先人と言い換え得る。⑥は規範によって課された行為を、いつどこで行わなければならないの
かという、時間かつ空間の特定・限定化、⑦は規範の宛先人に対して、義務の内容を通知する
ことであり、これらはその規範が用いられる文脈に応じ、特定のシステムに則った形で文書や
口頭などによって行われる。⑧は規範に従わない場合に行為者が被る罰である。以上の見解は、
法規範を含むすべての規範に当てはまるものであって、諸所の規範間における差異を表明しう
るものではない。すなわち、規範の特性には一般的なものと、システムに依拠した形で再構成
される特殊なものとに区別される 19）。
この点について、ApS理論は、法規範と他の規範との差異について、解決をもたらす。法シ
ステムとは、コードである「法／不法」というコミュニケーションの連鎖によって形成される
自律的なシステムである。二元化コードによって規範的な領域が閉じられていることは、法が
それ以外のシステム間（特に政治、経済、宗教など）において不可侵の関係を維持してきたこ
とからも明らかである。この意味においてケルゼンに代表される純粋法学もまた、システム理
論的な思考方法を採用していたとも言える。
法システムはプログラムとしての法規範をもとに、法／不法を判断する。プログラムの内容
は可変的であるため、法／不法の判定基準は変化するものの、コード自体は法システムが自己
を保存し続ける限り変化しない。法システムは規範的予期の安定化（による複雑性の縮減）と
いう固有の社会的機能を有している。この意味で法規範とは「規範一般の属性を持つとともに、
ある一定の権利・義務的な行為を規則的に導くもの」20）と考えられる
なお、制度化された権力としての主権は、規範的予期の安定化を充足することを目的として
制裁や強制を歴史的に用いてきた。また、正統性を有する法規範や社会的なコントロールなど
も法の存立基盤と考えられていた。それゆえに、法の本質をこれらに求める説も従来は有力で
あった。しかし、ApS理論に従えば、これらは誤りである。
まず、制裁についてであるが、制裁は規範性を基礎づける多数の要素の一つでしかない。す
なわち、合法／不法をめぐる体系的なコミュニケーションとしての法システムにおける自己準
拠的で再帰的なメカニズムを成立させるための動力源の一つでしかない。憲法における組織規
範は制裁なき法規範の最たる例である。また、国際法においても中央政府が存在しないゆえに
制裁は存在しないが、その法的性質は認められている。したがって商業的なものなど特殊化し
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た法的領域を含めても、そのコミュニケーションが閉鎖的で体系的な世界性を要求するのなら
ば、制裁の有無は特に問題にならない 21）。
社会的コントロールについても法システムに限定されない概念であることが問題となる。社
会的コントロールという基準による法 /不法の区別を可能だということにすれば、紛争解決、
調整機能、規律、刑罰といった諸基準も包含することになり、それは結果として法システム以
外の規範的なメカニズムをも法システム内に包含してしまうことになる 22）。そもそも社会の制
御という構想は、サイバネティックスや構造―機能主義においては通用するものの、各々の諸
機能システムを超えた社会全体に通用する秩序という発想を捨て、因果的な地平における経済
システムや政治システムの閉鎖性を前提とする機能主義理論には馴染まない。また、これらか
ら法の中心的要素を認識しようとする試みは、構造優位を前提とした静的な分析であり、それ
ゆえ作動の連鎖によって構造を変動させていくという動的メカニズムを把握できない。
さらに、規範それ自体に法システムの本質があるわけでもない。すなわち規範についても法
の中心的要素とは言えない。法システムの中心的な要素はあくまでもコードに基づくコミュニ
ケーションに基づいている。すなわち法規範とそれ以外の規範を分かつのは、規範の形態では
なく、それが用いられるコミュニケーションの形態である。したがって、規範の明確性は法の
本質ではなく、むしろ「法的行為と法的構造の相互的な公正に関する自己組織的なプロセス」
である 23）。
ルーマンは「有効である法こそが、法的有効性の条件を規定するのである。―中略―有効性
（Rechtsgeltung）とは、法システムの《固有値》（Eigenwert）である 24）」とする。また「固
有値とは自己の作動を制限し、システムの安定を保ち、自らの崩壊を防ぐ概念である。それは、 
システム内部の作動の回帰的な実行によって成立するのであり、他のところではけっして生じ
えないのである 25）」とする。すなわちルーマンは、法システムの有効性は、有効な法そのもの
のであると述べ、規範それ自体や法源というシステム外部の支えを否定し、自律的な法システ
ムの自己準拠的性格を指摘したのである。
3　航空法の基本構造に関する再検討
以上を踏まえ、ここでは航空法の基本構造を再検討し、最終的に現代社会において必要と思
われる分析枠組みを簡単に提示したいと思う。
3-1　航空法の定義
（1）航空活動の特性
「航空は、トランスナショナルであり、国境横断的な現象である。航空が無ければ、人や物
の流動、そして文化の混合というグローバリゼーションはありえなかったろう。航空が無けれ
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ば、私たちが一つの惑星上で互いに生活しているという国際的な自覚は発達しなかったであろ
う 26）」。この指摘は全く正しい。航空活動は領域横断的な国際的活動であり、さらにその主な
担い手が利益を追求する民間企業であるという特性を有する。航空法の構造的特性は、そのよ
うな航空活動の機能的特性によってもたらされている。
（2）航空法の定義
航空法は現実の航空活動と関係する法の集積である。すなわち、一般法規範と異なる特殊法
規範に位置し 航空に関係する様々な法が複雑に錯綜しながらも全体としては一つのシステム
を形成する。
N.M. マッテ（Matte）は機能的アプローチにもとづいて、航空法を「主要な機能が、操作
される高度に関わらず、地上一地点から他の一点への輸送を扱うことにあるすべての機械」に
適用されるとする 27）。L. カルトゥ（Cartou）は、「航空法とは、大気圏すなわち空気の存在を
基盤とする、この交通手段に関する法」であり、「航行と、民間によるその利用との条件を定
める種々の規則の全体から構成されている 28）」とする。I.H.Ph.ヴェルショール（Verschoor）は、
「航空法とは、航空機のための、大気圏の利用とそれによる利益―中略―を律する、規則の総
体である 29）」としている。坂本昭雄は、「『航空法』とは航空によって生じる法律関係を規律す
る規範の総称であり」、具体的にいえば「航空機及びその運航、利用並びにそれに伴って生じ
る諸関係を規律する法規範の全てをいうものである」としている 30）。龍澤邦彦は「航空法とは、
主に空気抵抗を利用して浮揚し、機体を維持し、推進させるすべての機会によって行われる、
地球上の一点から他の一店への輸送を含む飛行活動に適用される規則の総体 31）」であるとする。
以上を踏まえ、ここでは航空法を以下のように定義する。航空法とは主に大気中における支
持力を、地表面に対する空気の反作用以外の空気の反作用から得ることができる一切の機器に
よって行われる、地上の一点から他の一点への輸送を含む飛行活動、ならびにそれに伴って生
じる法的諸関係を規律する法規範の総体である。
（3）航空法の適用範囲
まず航空法の適用範囲について、空間および機能の側面から以下の指摘ができる。
第一に、航空法は空域に適用される。国際民間航空条約（以下、シカゴ条約）は、その 1条
において領空主権を認めている。一方で、宇宙条約 2条は宇宙空間における領域主権を否定し
ている。したがって、主権の及ばない宇宙空間に航空法は適用されない。
第二に、航空法は民間航空機による航空活動にのみ適用され、国の航空機には適用されない
（シカゴ条約 3条）。なお、特定の航空機が国の航空機であるか民間航空機であるかについての
判断は、その利用目的によって判断される 32）。一般に、民間航空機とは私用や商用の目的で運
航されている航空機のことである。
なお、航空法に位置づけられる条約の中で、「航空機」の定義を示したものとしてはまずシ
カゴ条約の付属書が挙げられる。シカゴ条約の第 7付属書は、航空機とは、「大気中における
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支持力を、地表面に対する空気の反作用以外の空気の反作用から得ることができる一切の機器」
であるとしている。この定義上、高速ガスの噴出の反動によって支持力を得ている機器、いわ
ゆるロケットは空中を飛翔していても航空機とは認められない 33）。当該定義は今日の航空関係
諸条約に準用されていることをもって国際法化しているとする意見がある 34）。シカゴ条約にお
ける附属書は、条約とは同等の効力を有しない準法律的性格を有する規定であるが、当該定義
が技術的なものであるために加盟国からの大きな反対は想定し得ず、実際に ICAOに加盟する
国家から当該定義に対する反対はない。したがって、当該航空機の定義としては第 7附属書の
内容で問題はないと言えよう。ただし、低軌道弾道飛行や航空宇宙機の発達による機能的特性
の変化如何によっては、定義再考の必要性が想定し得る。
3-2　国際航空法と国内航空法
航空法では、国際あるいは国内という法の境界は、領域横断的であるという航空活動の特性
により、機能的で特殊なものとなっている。
（1）国際航空法
国際航空法（International Air/Aviation Law）とは、複数国家の領域にわたる航空、つま
り航空機が着陸するか否かにかかわらず、2カ国以上の領域にわたって行われる航空、いわゆ
る「国際航空」を律する法のことである 35）。国際法の主な法源は成文法としての条約と不文法
としての慣習法である。
国際航空条約として代表的なものに、公法系の枠組み条約である国際民間航空条約（以下、
シカゴ条約）や私法系の枠組み条約である国際航空運送についてのある規則の統一に関する条
約（以下、1929 年ワルソー条約）が挙げられる。
航空法の分野では慣習法が発達しなかった 36）。これは航空活動の特殊性と航空機の急速な発
達に由来する。すなわち、航空法は、航空分野における専門知を有する職能集団による技術的
かつ複雑な業務と、多様で広範な運用や利用を反映して、極めて高度に技術的かつ詳細なもの
となっており、この点から根本的に慣習法には適さない。この点は宇宙法と共通する。
国際航空法の概念において重要なのは、一国の国内法であっても国際航空を規律するもので
あれば、それも国際航空法に含むとするのが有力であることである 37）。これは今日の国際航空
が条約などの国際法だけでは対処しきれず、国際航空の実施、特に国際航空運送の運営には、
各国の国内法により律せられる部分が相当に多いためである。国内法は、自国の軍事上、国防
および安全上の要請に加え、条約法の下位法として、またはそれを補足する手段として重要な
役割を担っている 38）。外国の航空機に対する規制およびそれによって引き起こされる法律関係
についても、条約や国際取極めが無い場合には自国の法律を適用してきた。以上の見解は航空
法が多分に機能的特性と有することの証左である。
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（2）国内航空法
一方で、国際航空法の対立概念として国内航空法（National Air/Aviation Law）がある。国
際航空法とは反対に、国内航空法とは、一国の領域内においてのみ行われる航空、いわゆる国
内航空に対する規律であり、その法源はほとんど国内法に限定される 39）。他の分野の法と同様
に、国内法の主な法源には、国内立法によって公布された成文の法律や慣習法、加えて判例が
挙げられる。
法律については、条約の枠組みのもとで各国家の実情に合わせて独自の体系を有することが
指摘されている 40）。慣習法も、若干ではあるが国内航空法の法源となる。例えば、国内航空機
による国内区間の運輸制限については慣習法に委ねる場合がほとんどであるとされる 41）。加え
て、英米法系諸国では、成文法に加えて国内判例によって航空法上の紛争解決がなされること
が少なくない。そこでは、判例法が法源として成文法と同等の地位を占めている。また、大陸
法系諸国にとっても判例は法的安定性の確保等の理由から、「生ける法」として法の適用や解
釈等で参照され、直接的な法源ではなくとも判例はそのような経験的材料として重要な地位を
占めている。
2-3　航空公法と航空私法
航空活動は、大きく分けて航空活動の事業者、航空活動の利用者、活動を管理監督する政府
によって支えられている。これらの関係を規律する航空法は航空公法と航空私法に区別され、
その内容は実際の航空活動の諸相を反映したものとなっている。
（1）航空公法
航空の発達した現代では、規制はいずれも国家権力に基づく規制としての体系性を有する航
空公法（Public Air/Aviation Law）が、経済上、保安上および環境上の立場から私人の行為を
規制している 42）。例えば、航空機の運航、航空企業（航空運送人、航空会社、エアライン）の
監督、航空従事者の免許などがある。また、国家による私人の行為の規制は、一般的に国家間
の合意を基礎としており、このような合意は多国間条約や二国間航空協定によって確認され
る 43）。国際法において、これらの条約は国際航空公法に含まれる。
（2）航空私法
これらに対し、航空に基づいて発生する私人間の関係および私人と国家との非権力関係を規
律する法が航空私法（Private Air/Aviation Law）ある 44）。航空私法は以下のように、様々な
法が複雑に絡み合ったシステムを形成している。
まず航空私法を論じるうえで、その基礎・枠組みとしての機能を果たすものとして条約があ
る。一般に国家間において締結された条約は国際公法に該当するが、例えばワルソー条約は、
各国の航空私法の統一を図る目的で成立したものであるから、商事条約の一種であり、航空私
法に分類される 45）。そのため、この種の条約は国際航空私法と称される。
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航空が目覚ましい発展を遂げた今日においては、航空機にまつわる私人間の関係は多岐にわ
たる。例えば、航空機が運送手段として用いられる場合に運送人と旅客または荷主との関係を
規律する航空運送法や、航空機製造業者と航空運送人または旅客もしくは荷主との関係を規律
する製造物責任に関する法理論、空港設置者または管理者の民事責任を問う施設物責任法、航
空管制官の民事責任の法理、さらには航空保険もその対象に入る 46）。
3-2 および 3-3 で述べたように、航空法は国際法および国内法、あるいは公法および私法な
どの要素を含む。航空法は「トランスナショナルかつトランスディシプリンな性質をもった法
カテゴリーの一種である 47）」という指摘もあるように、航空法は航空活動の特殊性を反映し、
国際法的側面を持つことはもちろん、トランスナショナル法の性質を有する。
トランスナショナル法の提唱者である、F. ジェサップ（F. Jessup）は、国境を超える行為
や出来事を規律する、あらゆる法を含めるために国際法ではなく、代わりにトランスナショナ
ル法という概念を使用した。ジェサップは「国際私法と国際公法の双方が含まれるし、このよ
うな標準的な範疇には完全には当てはまらない他の規則も含まれる 48）」とし、「『国境を超える
行為や出来事を規律するすべての法』すなわち『民事と刑事の双方の側面、国際公法及び国際
私法・・・国内公法と国内私法』を包含するような言葉 49）」が必要であるとした。さらにジェ
サップはトランスナショナルな事態における主体を国家に限定せず、個人や法人を含めた 50）。
航空法はまさにトランスナショナル法の性質を有する。
3-4　航空分野におけるグローバル法
3-3 で述べたトランスナショナル法は、後述するグローバル法とは異なり、概念のうちにナ
ショナルの言葉がある通り、国家を法形成の中心に据えている。しかしながら既に述べてきた
ように、航空分野において企業の果たす社会的役割は大きく、それら企業間において形成され
た規範は大きな影響力を有する。航空業界におけるグローバルな規範形成は、世界の主要な航
空会社で組織された国際航空運送協会（International Air Transport Association、以下 IATA
とする）の活動に認められる。以下、グローバル法の理論的基礎付けを踏まえて、IATAの活
動とその結果から航空分野のグローバル法秩序について述べ、航空分野における ApS理論的
な視点の導入の必要性を指摘し、本稿を閉じることとする。
（1）グローバル法の有効性に関する理論的基礎づけ
社会システム理論に従えば、法／不法の区別はあくまでも、コミュニケーションにおけるコー
ドを通じた複雑性の縮減というプロセスに基づかねばならない。コードを通じた複雑性の縮減
は、可能性を排除することではなく、「手続」によって行為の予期を一般化させることなので
あり、それにより行為の複雑性を制限し、「開かれた同一性」を獲得するのである 51）。すなわ
ち社会的行為をコードに基づき観察することで、経済や政治を、法システムから排除・区別す
ることが可能となるのであり、それは同時に、グローバル法のような主権によらない非国家法
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を法として認識する柔軟性を獲得することでもある。
このようなコードの存在は国際法や国内法にのみ認められるわけではないとする。これは、
法的コミュニケーションの多様な発達を象徴しており、多元的な法秩序の成立を意味している。
しかしながら、非国家法としてのグローバル法の確立にはいささか問題点がある。法制度や政
治制度が未確立なグローバルな市民社会において、法システムは再帰的なメカニズムを獲得す
るかという問題である。トイブナーは例えば経済法について以下のように述べている。「グロー
バルな経済法の形成の基礎には、自己妥当的な契約のパラドックスが脱パラドックス化して初
めて、経済におけるグローバルな法システムは、軌道に乗るといえる」52）。これは、社会学に
おける「契約の非契約的要素」、すなわち契約それ自体を正当化するメタ規範の有無の問題で
ある。伝統的な法律家や社会学者は、この再帰的なメカニズムを可能にする保証規範としての
メタ規範は国家法に他ならないとしていたため、主権によって裏付けの得られないものを非法
としてきたのである（いわゆる「国家と法の一体性説」）。
しかし、トイブナーは階層性、時間、外部化という三要素によって、グローバル法は自己正
当化パラドクスを脱し、法システムとして確立しうるとした 53）。以下、戒能の論文を基に勧め
ていく。
まず、階層性であるが、これは H.L.A.ハートが『法の概念』で言うところの二次的規範す
なわち一次規範の効力を保証する規範の存在を言う。多くの契約の中には将来の当事者を拘束
する規範だけでなく、それを保証するメタ規範が含まれている。メタ規範には承認や、文言の
同定や解釈、紛争の解決が含まれる。ただし、二次的規範自体が一次的規範と同様の契約に基
づくものである故、依然としてパラドクスは存在するものの、規範の階層性によってそれは隠
匿される。
また、トイブナーは、諸契約は、契約の自己正当化という循環を法的構造の相互構成の循環
に変換することにより、パラドックスを一時化するという。すなわち、既存のルールの標準化
と将来の紛争の基準にも言及することで、契約を自己生産のプロセスの中に組み込むのである。
さらに、脱パラドクス化の要素として、外部化がある。外部化とは法の有効性ならびに将来
の紛争における外部の非契約的制度に言及することである。これによって国家内の国家法と契
約に相応する公式と非公式法秩序の相互関係のダイナミックスを形成するのである。それゆえ、
契約と仲裁の間の循環的関係がグローバル法の中心的要素であり、社会的有効性を基礎づける。
（2）航空活動とグローバル法
IATAの設立目的は、国際線運行に関わる航空会社や旅行会社に関連する航空運賃や航空運
送に関する制度を定めることである 54）。IATAは、あくまで私企業による業界団体としての性
質を有する組織である一方で、自らの活動領域における秩序の維持を目的として、公的な立法
機関に頼らず「規範」を形成してきた。特に運送約款の国際的な統一化に顕著に示されている。
運送約款とは、運送契約において使用される普通契約条款のことであり、航空運送の分野に
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おいては、航空運送人が作成する運送約款が成文法源として重要な役割を果たしている 55）。一
般に契約は当事者双方の条件や意思の合致によって締結されるが、運送契約のように同一内容
の契約が多数締結されるものについてはあらかじめ運送事業者が運送条件を公示し、その後利
用者がその内容を承知して利用を申し込むことによって契約が成立するという形式が採られて
おり、このような契約の内容の決定について、当事者の一方が相手方の決めたところに従うほ
かないような実質を有するに至ったものを、一般に約款または附合契約という 56）。航空業務に
係る運送約款については、IATAによって統一運送約款が採択されており、会員各社はこれを
ほとんどそのまま採用しているため、航空運送契約に関する国際的法規制はほぼ統一されてい
る 57）。
　＜ IATA統一運送約款（旅客及び手荷物）58）＞※筆者による訳
　第 1条　定義
　第 2条　約款の適用
　第 3条　航空券
　第 4条　途中降機
　第 5条　運賃及び料金
　第 6条　予約
　第 7条　搭乗手続
　第 8条　運送の拒否及び制限
　第 9条　手荷物
　第 10 条　航空便のスケジュ－ル、延着及び取消
　第 11 条　払戻
　第 12 条　搭乗中の行為
　第 13 条　予約経路等の変更
　第 14 条　行政手続
　第 15 条　相次運送人
　第 16 条　損害賠償
　第 17 条　損害賠償請求期限及び出訴期限
　第 18 条　改訂及び権利放棄
また、IATAで作成された航空物運送規則、航空危険物規則書などは、航空会社の運送約款
に直接取り入れられている。さらに、航空事故損害における旅客責任制度の分野では、国家間
の合意に先駆けて責任限度額撤廃の規則を作成し、航空機事故における旅客損害の責任限度額
の撤廃に関する協定を 1995 年に採択した 59）。
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IATAを中心として形成された上記の秩序は、所属団体の行為の範囲をルールによって明示
するだけでなく、損害における責任の類型や賠償額など将来起こり得る事態への保証を言及す
るなどし、航空関係における運送契約の統一化を図ったものである。また、シカゴ条約やワル
ソー条約を始めとする国際条約の規定を盛込むことで、国際的に整合性のある体系性を有して
いる。そして所属団体は、契約という法実践の場において、国家法と同時に非国家法としての
IATAの規則に従っている。以上の点からも、統一約款はトイブナーの階層性、時間、外部化
の要件を満たすと考え得る。
なお、ICAOが中心となって起草した 1999 年のモントリオール条約は IATAによって被害
者遺族に対して支払われる責任限度額の撤廃を法原則として取り入れた。これは、グローバル
な法が主権国家の法システムによって取り入れられた事例である。IATAの活動を単なる経済
的な利益追求の手段としてのみ捉えるような一元的な見方があってはならない。確かに IATA
の活動は、例えば運賃調整会議の廃止によるキャリア運賃の導入以前の企業間における運賃の
取極めがカルテルであるというような批判や指摘を受けることもあった 60）。しかしながら、仮
に統一規則の形成の目的が利益追求の合理化であるとしても、法／不法というコードに基づく
コミュニケーションが成立したとき、それは法システムにとっての作動となる。IATAのよう
な業界団体の内部規則においても、構成員の間で権利・義務的な行為を規則的に導くゆえに法
規範であるといえるのであって、法システムの一部を形成するのである。
また、IATAを中心として形成された国際航空グローバル法の集積は、国内社会のような支
配制度を持たない国際社会における経済、科学、技術の政治に対する相対的な優位性と、それ
らのシステムと法システムの構造的カップリングによるものとするのが適切であって、トイブ
ナーが言うように、「高度にグローバル化した経済と、グローバル化がほとんど進んでいない
政治との差異によって、立法、憲法、政治的に秩序化された規範の階層を持たないグローバル
法の出現が促された 61）」と見るべきである。
国家や国家間の制度、すなわち政治と法のカップリングとしての国家法や国際公法によって
満たされることのない分野は、主権を通さず直接的に法に頼るしかないのであり、それは結果
として一元的で階層的な法システムではなく、多元的な法システムを生じさせる。トイブナー
が「接点を超えた作用」と評する政治システムの仲介なき法の有効性の獲得 62）は、政治と法の
カップリングなき法秩序の形成と言いかえ得る。グローバルな領域においては、法システムの
下位に位置するグローバル法システムが他のシステムにおけるグローバルな領域とカップリン
グすることで、新たなグローバル法を産出する可能性を有している。
結びにかえて―航空法の分析枠組みに関する提案―
以上で見てきたように、航空法は国際法、トランスナショナル法、およびグローバル法とい
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う複数の異なる法的要素を有するシステムである。航空法システムの中では 1-2 で述べた自己
保存のメカニズムとしてのハイパーサイクルが確認できる。（繰り返すが、）ハイパーサイクル
とは、システムが自らの構成要素を自己産出し、かつそのシステム内の閉鎖的で自己産出的な
サブシステム同士が自己の構成要素を生産しつつ、また、それがその他のシステムの不可欠な
構成要素となり複合的な相互依存関係の循環を形成し、その状態自体が一つの閉鎖的、自己保
存的システムを形成している状態である。
現代のグローバル社会においてはこのような法現象が増えつつあるが、航空分野は歴史的に
見てもその先駆であったといえよう。現在の日本の航空法学では航空法を多元的な法秩序とし
て体系化するという試みは行われていないが、航空が本初的に有するグローバル的性質に加え、
現代における市民の国境横断的なコミュニケーションネットワークの形成ゆえに、このような
視点の導入は、現実社会をより反映した法秩序の記述に成功するように思う。
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